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コウホ-ト分析による果物の家計消費の予測
森　　宏･ Dennis L Clason
1.はじめに
伝統的な経済分析において,ある財の消費は与えられた予算のもとで,
当該財の価格および競合･補完する諸財の価格から効用を極大化するよう
に決定される｡ Deaton&Mueubauer (1980)以降,農業経済分野でも分
析の主流は単一方程式モデルから需要体系モデルへと移ってきている｡需
要体系をどの広がりで構築するかによって,得られるパラメーター,特に
支出弾力性の解釈には注意が必要とされる(Thompson, 2004)｡その点
単一モデルは理論的な整合性に欠けるが,データの入手を含め推計が簡単
で,得られるパラメーターの解釈も単純明快な面を持っている｡
ある財の消費が,その財を含む諸財の価格と(当該財に)支出可能な所
得によって決定されるとすれば,将来のある時点における消費は,見込ま
れる諸財の価格と所得の関数として予測されうるだろう｡伝統的な経済予
測は｢構造変化｣に対処するため,便宜的にトレンド項やダミー変数を取
り入れながら,基本的にはこの線に沿ってなされてきた｡
古くから食料消費は年齢によって変異する,すなわち｢加齢効果｣が存
在することが認められていた(prais, 1953)｡人口の年齢構成が大きく変
化しない場合には,社会全体の消費を捉えるのに年齢要因を陽表的に考慮
する必要は少ないかもしれない｡しかし昨今のわが国のように,人口全体
が急速に高齢化し(後述),さらに戦後の劇的な経済･社会変動を受け,
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戦前･戦中生まれと戦後,特に高度成長期以降に生まれ育ったものの間に,
価値観や行動様式において大きな段差が実感される社会では(統計数理研
究所, 2004),年齢･世代視点は諸財の消費を捉える上で無視することが
許されないように思われる｡
人口の高齢化は今後数十年にわたって進むことが予想されている｡しか
しその効果を,一本調子のトレンド項や,高齢者階層のウエイトの導入で
処理するわけにはいかない(立花･上路, 2004;Chermeta1.,2003)｡な
ぜなら, 30年先の60歳は現在の30歳であり,現在の60歳とは違う高齢者に
なっているかもしれないからである｡筆者の一人(蘇)は70歳を超え,か
なり｢魚党｣だが,同年輩の米国や豪州の同僚たちは｢(ビーフ)ステー
キ党｣である｡日本の若い人たちを見ていると,彼らが何十年か先に森の
ようになるか,あるいは欧米の同年輩の同僚に近くなるかは,にわかに結
論することができない｡
肉と魚について,若い人たちと年配者の間に世代間の格差があるのは歴
然としており,またその遠国も想像がつく｡現在の60歳代以上の日本人が
育った戦中･戦直後は,食肉の消費は平均1人当たり年間2-3キロ以下
で,高度成長期以降の10分の1にも満たなかったが,他方魚の消費は鰯や
練などが主体であったにせよ,消費量は現在とあまり変わらなかったので
ある(『食料需給表』各年版)｡
本稿で取り上げる生鮮果物については, 1994年度の『農業自書』が｢若
者の果物離れ｣と称して,若い世代が古い世代に比べ生鮮果物を食べなく
なっていることに注目した｡われわれグループによるその後の分析も,そ
のことを統計的に裏付けている(Mori&Inaba, 1997;田中･森, 2003な
ど)｡しかし何故｢(現在の)若者が果物から離れ｣たのかは,分からない｡
理由として, ｢皮をむくのが面倒くさい｣ ｢手が汚れる｣などを挙げる向き
もあるが(｢日本人と果物-2｣ 『朝日新聞』 2004),恐らくきわめて表層
的な捉え方ではないかと感じている｡現在の若者の｢果物離れ｣ ･ ｢魚離
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れ｣にしろ,ごく最近の傾向として｢ビール離れ｣ (佐藤, 2005)などは,
しっかりした統計データを基に,重厚な社会心理学的接近にゆだねたい｡
われわれは当面,生鮮果物の家計内消費に絞って, WHO (どの年齢階
級)が, WHEN (いつごろの年次)に, HOW (どれだけ)消費したか,
また消費するようになると予想されるかを,統計的に明らかにしたいと思
う｡
2.世帯主年齢階級別に見た生鮮果物消費の変遷
生鮮果物の家計消費は, 1970年代央から着実に減少してきた｡ 1人当た
り年間消費量は, 1975年に49.7kgだったが, 1985年に36.4, 1995年に
31.7, 2005年に30.4kgと,目に見えて低下している｡ 『家計調査年報』
は, 1979年版から牛肉や豚肉,みかんやりんごなど個別品目について,世
帯主年齢階級別の購入量を記載するようになった｡ 2000年版から年齢区分
が従前の5歳刻みから10歳刻みになったが,表1に明らかなように全期間
にわたって,世帯の果物消費は世帯主の年齢が若いほど少ない｡ 1980年当
表1世帯主年齢別年間生鮮果物耕入霊, 1980-2004年(3力年平均)
(kg/世帯)
年齢階級 都蔦1984-86 塔蔦1994-96 涛蔦年齢階級 2ﾓR               
-24歳 塔紊B55.46 R緜240.04 R縱R(-29歳) (30-39) (40-49) (50-59) 經2Cb經bsR2緜2                
25-29 ゅ3B80.01 鉄239.58 "R         
30-34 3rR106.64 都2紊r54.91 鼎B"      
35-39 c縱B127.63 涛偵C72.85 鉄偵#       
40-44 s"148.40 偵R94.23 都ゅs        
45-49 sB紊B151.47 32纉r111.51 涛2縱R     
50-54 s"緜b145.89 3"b123.64 偵コ        
55-59 cb"150.94 3b纉r130.98 #"        
60-64 c偵S152.58 3ゅ133.86 3B(60-69) #偵             
65- cBr144.37 3r繝B139.09 3b緜R(70-) 3繝B          
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時は世帯主が30歳代後半以上になると年配者世帯とほぼ同水準であった
が, 2000年になると30歳代後半世帯は60歳代以上層の半分以下になり,か
っては一番高かった40歳代世帯も高齢者世帯の55%水準に落ちている｡
世帯主が50-60歳代の世帯にも同居する若い人はいるし, 20-30歳代の世
帯にも子供たち以外に,世帯主夫婦の親が同居していることがある｡従っ
て厳密には世帯単位の統計から直ちに個人の消費を論ずるのは正しくない
が,表1の圧倒的な統計数字から,近年わが国の若い人たちは果物を以前
のようには食べなくなり,あまり食べない年齢階層はいまや40歳代にまで
達していると結論することは許されるだろう｡
表1の統計を一見するだけで,果物消費の分析に年齢視点が不可欠であ
るのは容易に想像できる｡ところで年齢階層を若年･中年･高年に分けて
消費の動きを論ずるとき,たとえば2000年の40歳代は1980年には20歳代で
あった事実に留意する必要がある｡現在の高年者は20年前の中年者,さら
にその20年前には若年者であった｡他方現在の若年者は, 20年先には中年
になり,やがて老年になるのは自然の摂理である｡
表1の数字を読むとき,たとえば2004年の40歳代は1980年の同年配者に
比べ,世帯消費を173kgから70k射こ減らしたと見るか,あるいはかれら
は1980年には10歳後半から20歳代前半であって当時も家計消費は80kg足
らずで, 20数年間あまり変わらなかったとみるべきなのであろうか｡表1
を読むとき,年齢軸に沿って縦方向,経年に沿って横方向に眺めるだけで
なく,対角線方向に眺める必要がありそうである｡
ただしその場合, 1980年時点で世帯主が20歳代の世帯は夫婦以外の1 -
2人は幼児であったが, 20年後に40歳代になったときは家族は20歳代の子
供と,場合によって世帯主夫婦の親たちが加わっていたのかもしれない｡
従って,対角線上の数字を同一世代に属する個人の消費の変化を表してい
ると考えるのは危険である｡
松田･中村(1993)は米について,世帯主年齢階級別の世帯データ(1
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人当たり換算)を使ってコウホ-ト分析を試みたが,一般に幼児の米消費
は20歳代の親に比べ取るに足りないが,子供達も20歳代になると40-50歳
代の親より余計に食べているかもしれない｡岡本(2003)はワインやウイ
スキーなどを選び, 1979年以降の同種のデータに中村のベイズ型モデルを
適用して, ｢交互作用｣を含むコウホ-ト分析を行った｡ 1980年ころに世
帯主が20-30歳代世帯の同居家族の大半は幼児で,アルコール類はほとん
ど消費しなかったであろうが, 2000年に世帯主が40-50歳代に達した世帯
では同居する子供たちは20歳代で,その世帯で消費したワインやウイス
キーの多くは彼らが消費しているのかもしれない｡世帯主年齢階級別デー
タを対角線上に眺めて,同一の世代の動きと想定することは近似的にも許
されない場合があろう｡
世帯主年齢階級別データを使ってコウホ-ト分析を実行するためには,
世帯主年齢階級別の家族員構成を陽表的に考慮して,世帯主以外の世帯員
個人の年齢別消費を推定することが必要になる｡われわれは次節で, Mori
& Inaba model (1997)を受け継いだTanaka, Mori & Inaba model (2004)
に準拠して,個人の年齢階級別果物消費を1979年から2005年まで推計する｡
3.世帯員個人の年齢階級別果物消費を推計する
今世帯主が20歳代(仮に25歳)で3人家族がある食品(ここでは生鮮果
物)を30kg, 50歳代(仮に55歳)で4人家族が80kg, 60歳代(仮に65
歳)で3人家族が120kgそれぞれ消費したとする｡単純割り算方式だと, 25
歳の個人は30/3 -10, 55歳は80/4 -20, 65歳は120/3 -40kgそれぞ
れ消費したことになる｡
常識的に, 20歳代の3人目の家族は乳児(0歳), 50歳代の夫婦以外は
20歳代が2人, 60歳代の3人削ま30歳代前半と考えよう｡算数的に表示す
ると:
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1Xo+2X25-30 ･･････ (1)
2X25+2X55-80 ･･････ (2)
lX32+2X65-120 ･･････ (3)
Xtはi歳個人の平均的な推定消費量をあらわすとする｡未知数は, 0
読, 25歳, 32歳, 55歳, 65歳の5個で,式は3本しかないからこの連立方
程式は解けない｡しかし0歳の乳児はほとんど食べない, X0-0,さらに
20歳代と30歳代前半の消費はあまり変わらない,すなわち, X25-X32と想
定することができれば,連立方程式は次のようになり,解は簡単に求めら
れる｡
2X25-30　　　　　　　(4)
2X25+2X55-80 ･･････ (5)
lX25+2X65-120 ･･････ (6)
すなわち, X25は15, X55- (80-2 *15)/2-25, X65- (120-15)/
2 -52.5となり,それぞれ上記の単純割り算方式の結果とは相当程度異な
った値になる｡
現実の家族構成は,巻末付録表3に付した『全国消費実態調査報告(平
成元年)』に記載されている世帯主年齢階級別世帯員構成にみるように,
上記の連立方程式体系よりはるかに複雑･多岐にわたり,解を求めるのも
ここで説明したほど簡単にはいかない｡しかしわれわれの基本的姿勢は,
食品のように消費が個人単位の場合(Deatonたちの言う"private goods"の
場合, Deaton&Zaidi, 2002),世帯主年齢階級別データを利用するため
には単純に世帯員数で割るのではなく(世帯員全部が世帯主と同じ年齢階
級に属する,ないし同じ行動をとるとの想定は一般に妥当しない),自然
な形で世帯の年齢構成をモデルに取り入れるようにしたいのである｡当初
は連立方程式体系を解く際,世帯主年齢階級別に構成員各個人の年齢別消
費の合計は当該世帯の観測値に完全に一致すると｢硬く｣想定したが,早
がてそれぞれの式に誤差を認め,各式の誤差の二乗和を重みつきで最小に
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するようにして解を求めた｡また未知数(個人の年齢階級別消費)と式の
数の不一致を埋めるための付加的制約条件も,上のようにX0-0 ;X25-
X32のような窓意性を避け, ｢漸進的変化の条件｣,すなわち隣り合う年齢
間の差は突出して大きくはなく嬢かであると想定することにし,制約式を
含め全体として誤差の二乗和を最小にするように個人の年齢階級別消費を
推計している｡
すでに幾つかの論考で触れたが, 『家計調査年報』に記載されている10
個の世帯主年齢階級のうち, 25歳未満は全体が約8000世帯のサンプルの中
で50戸前後と著しく少なく,他の階級に比べ年々のプレが大きい(蘇, 1998
など)｡ごく最近まではウエイトの調整で対処していたが,この論考では
思い切って25歳未満層と25-29歳層を1階級にまとめて計算した｡その結
果20歳代のみならずその前後,さらに間接的に10歳代およびそれらの子供
たちを多く抱える30-40歳代の親の推計値も安定するようになった｡
データが得られる1979年から2005年の期間のすべての年について,以上
のような手法で求められた世帯員個人の年齢階級別消費の推計値が,次頁
表2に示されている｡この表の数字は人によってさまざまな読み方がある
だろう｡もとになった『家計調査年報』の世帯主年齢階級別データ,特に
サンプル数の相対的に少ない階級には,年々のプレがあるので,あまり細
かい点に固執するのは生産的ではない｡大方の異論がないところでは,過
去20数年間を通して, 20歳以上の成年に限っても,年配者のほうが生鮮果
物の消費は多い｡初めの数年は, 20-30歳代が30 (kg.以下略), 40歳代
50, 50-60歳代55-60で, 75歳を超えるとやや低下する｡期間半ばの1990年
初頭には20歳代が20を割り, 30歳代25, 40歳代が50を下回るが, 60歳以
上層は60をやや上回り, 75歳を超えても60に近い｡後期の2000年代初頭に
なると20歳代は10の前半, 40歳代前半まで30を下回り, 50歳代も50を前後
するが, 60歳代以上層は60の高水準を維持している｡
すでに述べたが未成年階級は,連立方程式体系の中心的元を構成しない
表2　個人年齢別生鮮果物消費量の推計値, 1979-2005年　　　　　　　　　　(kg/1人･年)　筈
0-4歳 迭ﾓ10-14 Rﾓ20-24 Rﾓ#30-34 Rﾓ340-44 鼎RﾓC50-54 鉄RﾓS60-64 田Rﾓc70-74 都Rﾒ            
1979 b纉32.30 B236.52 r纉39.17 鼎R47.72 鉄2"58.12 田繝62.61 田RB63.98 田2經R57.83                   
1980 繝225.79 r29.00 緜b31.85 鼎2纉51.35 鉄"纉b56.79 田紊60.09 鉄偵#b57.ll 鉄br51.15                 
1981 纉225.88 ゅ29.83 緜R31.67 b42.06 鼎bR50.73 鉄2紊54.98 鉄ゅR56.77 鉄br51.14                      
1982 25.ll r紊"28.78 偵SR31.22 b44.68 鼎偵3"52.61 鉄B經B59.31 鉄偵r55.31 鉄2緜B48.45                   
1983 ゅcR23.99 bb26.91 ゅ#30.55 rR45.76 鉄纉53.71 鉄ゅcr63.88 田2繝B60.83 鉄偵SB53.98                 
1984 偵323.59 Rb26.19 b纉29.18 B縱38.20 鼎rb49.68 鉄"經260.05 田"緜b61.23 田經54.97                  
1985 "纉R17.31 偵途21.68 "縱"25.00 2縱r40.08 鼎R縱50.42 鉄2繝b59.23 田"紊b61.57 田b55.72               
1986 217.32 偵Cb20.43 "24.91 2縱R38.70 鼎r經B49.67 鉄B59.82 田"B60.53 鉄偵モ54.37                  
1987 "纉217.44 偵湯21.19 "緜225.20 繝B42.ll 鼎r經50.40 鉄Br64.10 田2縱63.02 田"繝B57.22                 
1988 免ﾂ15.62 ゅ#19.14 竕822.56 ゅ38.45 鼎偵S51.28 鉄2纉259.74 田"縱62.68 田"緜57.(派                
1989 湯縱r13.49 b18.60 偵sr21.83 偵35.77 鼎2R48.55 鉄r55.59 鉄ゅ59.65 田經R55.46                    
1990 迭9.13 "紊r14.76 R緜R18.22 r緜b36.77 鼎2248.84 鉄"57.21 田紊"62.24 田"縱57.35                 
1991 釘b7.54 繝"13.82 R緜r18.21 Br34.90 鼎纉47.82 鉄經"55.88 鉄偵S60.10 田經"55.28                  
1992 釘繝7.81 紊r12.78 B纉17.58 BR32.50 鼎"B46.52 鉄"R55.33 鉄偵#60.56 田R56.06                   
1993 迭紊8.32 繝B13.06 B縱17.53 232.34 ゅcB44.36 鼎ゅ354.55 鉄偵sB62.48 田2繝58.51                 
1994 緜b5.78 唐紊rll.71 R18.30 BB29.24 r貳ﾂ44.18 鉄"紊257.54 田"紊66.44 田ゅC263.04                 
1995 經5.62 唐ll.54 B經217.61 經26.79 BR42.38 鼎r繝"53.53 鉄ゅ61.57 田258.24                    
1996 纉B5.04 途紊10.25 2r16.19 緜226.67 "繝40.22 鼎r縱"53.85 鉄b纉r60.38 田"57.32                
1997 緜R3.72 澱ｲ8.58 免ﾂ經"14.74 偵モ28.66 BB40.45 鼎偵3b55.15 鉄ゅ澱62.58 田B紊B59.36              
1998 纉22.77 迭7.49 紊213.77 ゅSr26.43 "38.08 鼎ゅ#b54.09 鉄偵S61.38 田"57.03                   
1999 繝23.64 迭緜7.66 B13.54 ゅ途24.57 經36.56 鼎2纉51.72 鉄偵s63.00 田B緜B59.35                  
2㈱ 緜b4.45 澱"7.54 湯纉213.05 r紊23.84 偵湯34.33 鼎R繝b53.33 鉄偵64.ll 田b經61.25               
2001 "2.77 釘繝7.29 R13.15 r緜23.24 偵#r35.22 鼎B"56.31 鉄偵362.42 田B58.93                    
2(氾2 縱3.16 釘繝7.19 213.52 ゅs24.17 偵cr35.75 鼎B"54.93 田2緜67.76 都R64.73                  
2003 纉"2.60 經5.55 唐繝212.87 r縱b21.80 R紊R30.66 ゅヲ51.38 田縱b63.40 田2紊57.77                
2∝旭 經R2.27 R5.51 唐緜"12.21 b緜220.75 B繝30.29 偵CB50.01 鉄r緜B62.01 田RB60.33                 
2005 纉R3.68 釘繝B7.10 "13.57 b紊19.77 2縱28.85 r繝r47.56 鉄b緜r60.95 田Bb59.44                  
出所:森が改良Tanaka,Mori & Inaba modelを使い『家計調査年報』世帯主年齢階級別データ(各年版)から推計
コウホ-ト分析による果物の家計消費の予測　　81
し,付加的な｢漸進的変化｣の制約条件の故に原データでも不安定な20歳
代前半に引きずられ,未成年層の推計値は不安定さをまぬかれない｡その
点に留意しても,期間初めの数年間には10歳代は25以上, 10歳未満でも20
を超えていたが,未成年者の個人消費はその後急激に減少し, 2000年代に
入ると, 10歳代でも10を割り, 10歳未満層の消費は,同じ年次の60歳代以
上層の20分の1, 3.0kgにも達しない｡重ねて推計上の問題を留保するに
しても, 20-30歳代の若年成人を含む若い人たちの｢果物離れ｣は, 1994
年度の『農業自書』の｢警告｣以降も,さらに進んでいるように見える｡
未成年者を含む｢若者｣の果物離れと合わせて注目したいのは,かつて
は60歳以上の高年層とほぼ同じ程度に果物を食べていた40歳代から50歳代
前半の中年層の消費が,最近年は高年層の半分程度に落ちている点である
(推計上の問題は若年層に比べはるかに小さいと断言できる)｡現在の中年
層は20数年前にはハイティーンから20歳代の若者だったのであり,彼らは
当時すでに高年層に比べて果物消費が目立って少なかったが,加齢にかか
わらずその傾向を引きずっていると見るべきかもしれない｡すなわち繰り
返しになるが,表2は横方向(加齢)と縦方向(経年)に合わせ,対角線
方向にも読む必要があるように思われる｡
4.個人の年齢別消費を｢狭義の年齢｣と世代および
年次効果に分離する
a.考え方
表2の数字を対角線上にも眺めるということは,ある年次t年における
年齢i歳の消費, xitは,たとえばその年はオレンジが自由化されて果物
全般の価格が大幅に下がった(現実にはそういうことは起こらなかった
が)など,その年次特有の事象と,その個人は若年か中年かという年齢特
有の効果に合わせて,その個人が古く戟中･戟直後に生まれ育ったのか,
82
あるいは高度成長期以降に育ったのかという,その人が属する世代特有の
効果の3要素から規定されると見ることである｡数式で表すと:
Xu-B +Ai+Pt+Ck+Eil (7)
β -総平均効果
Ai-年齢i歳特有の効果
pl-年次t年特有の効果
Ck-世代k特有の効果
Eu-誤差項
表3 (標準)コウホ-ト表:生鮮果物の場合
30-34歳 Rﾓ340-44 鼎RﾓC50-54    
1985 2繧40.1 鼎R繧50.4 鉄2纈    
1990 r縒36.8 鼎248.8 鉄       
1995 絣26.8 B42.4 鼎r繧       
2000 r絣23.8 34.3 鼎R纈       
出所:本論　表2
具体的な数値例で説明しよう｡表3は前掲表2から,年齢刻みの5歳間
隔に合わせて年次も5年間隔に拾って作表した(便宜的に｢標準コウホ-
ト表｣と呼ぶ)｡ 1985年に35-39歳だった個人は1946-1950年に出生してい
る｡対角線上に辿って1990年の40-44歳, 1995年の45-49歳, 2000年の50-
54歳はいずれも1946-1950年に出生している｡ ｢標準コウホ-ト表｣の場合,
対角線線上のいずれの桝目も同じ出生コウホ-トを表すことになる｡
どの年次も例外なく年齢が上になるほど1人当たりの消費量は多い｡加
齢効果はプラス,あるいは年齢効果は年齢が上がるほど高い値を取ると見
てよいように思われる｡次に縦方向に眺めると,どの年齢階級も年次を追
うほど消費は減少している｡年次効果は,経年的にマイナスのようである｡
ただし,経年に伴う減少幅は年齢階級によってかなり異なる｡例えば1990
年から1995年にかけて, 35-39歳と40-44歳階級はそれぞれ10.0と9.0ずつ
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大幅に低下したが, 45-49歳と50154歳階級の下げ幅はそれぞれ6.2と3.3ず
つで,かなり小さい｡この表の基になった表2を見ると,さらに上の階級
65-69歳と70-74歳階級はいずれも62-63の高水準を椎持してほとんど変っ
ていない｡この事実をどう見るか｡
果物ではないが例えばマクドナルドのようなハンバーガーチェインが日
本中を席巻したとき,年配者は若者に比べあまり影響を受けなかった｡オ
レンジの自由化の影響も,年齢や世代間で異なっていたはずである｡しか
し限られた情報とわれわれの持つ未発達の手法では,どの年齢なり世代が
どの時期にそれぞれどれほど異なった影響を受けたかを決めることはきわ
めて難しい(中村, 1995)｡われわれは｢対角線方向に｣に眺めることの
必要を繰り返してきたが,上の具体的例に別して言えば以下のようになる｡
たとえば35-39歳は1990年から1995年にかけて36.8から26.8に大幅に低
下したが,それは1990年に30-34歳だった1956-1960年生まれの,平均的に
果物をあまり食べない性向を保持するコウホ-トがその桝目に移動してき
たことを受けているのかもしれない｡他方同じ期間に50-54歳は51.1から
47.8へ3.3しか落ちていない｡ 1995年に50-54歳は194111945年生まれ
で, 1990年に同じ年齢だった1936-1940年生まれのコウホ-トと果物に対
する性向は似ているのであろう｡ついでだが,このコウホ-トは1990年か
ら1995年にかけて45-49歳から50-54歳へ5歳加齢したにもかかわらず,潤
費は48.8から47.8へ1.0落ちているから,この期間の(純粋の)経年効果
は僅かにマイナスであったであろうと推測することができる｡とすると,
上の例で1990年に35-39歳だった1951-1955年生まれと1995年に同年齢階級
になった(1世代新しい) 1956-1960年生まれの間には,コウホ-ト効果
において大きな段差があるに違いないと類推できる｡このような作業を辛
抱強く｢目の子算的に｣繰り返ししていけば,表2の個人の年齢別消費の
動きを,大雑把にせよ, (狭義)の午齢,世代ないし出生コウホ-トと,
純粋の経年の3効果に分離することができるはずである｡すべてをコンビ
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ユータ-で機械的に処理して,出てきた計算結果をう呑みするのではなく,
｢鉛筆紙め諌め｣のこのような手作業は,コンピューターによる反復計算
結果の危険な一人歩きをチェックしてくれると期待される｡
b.中村のベイズ型モデル
しかし実際には表2の1979年から2005年までの縦27行, 0-4, 4-9,
-, 70-74, 75-歳までの横16列からなる行列に手作業で取り組むのは,
強靭な頭脳と忍耐強さを必要とする(秋谷, 2005-2006)｡本稿では中村隆
の開発したベイズ型コウホ-トモデルを使って計算を実行し,手作業によ
る吟味は省略する｡その代わり3個のパラメーター,年齢効果･年次効
果･世代効果にかかるウエイト(ハイパーパラメーター, Nakamura,
1986)の組み合わせを幾通りかに変え,例えば加齢効果を相対的に重く見
ればこう,他方新･旧の世代効果の差を重く見ればこうなるといった形で
幾通りかの計算結果(実際には紙幅の関係で2ケース)を紹介する｡
なおコウホ-ト分析には理論上｢識別問題｣が付いてまわり,何らかの
制約条件を課さないと解けないとされている(Rodgers, 1982;Mason&
Fienberg, 1985;朝野, 2001 ;Yang, Fu&Land, 2004)｡年齢･年次･出
生コウホ-ト3要素のうち2つが決まれば残りの1つはおのずと決まる関
係がある｡すなわち,表2のある桝目,例えば1990年における30-34歳の
階級は, (1990-30-34) -1956-1960年生まれであるのは動かし難い｡あ
るいは, 195ト55年生まれの年齢45-49歳階級は, 2000年以外に存在しえ
ない｡ 3個の変数がそれぞれ独立ではないのである｡中村は｢識別問題｣
を回避するために,恋意性が比較的少ないと考えられる｢漸進的変化の条
件｣ (年齢･年次･世代効果のそれぞれについて,隣り合うパラメーター
の間では劇的な変化はない)を導入し,ハイパーパラメーターの組み合わ
せもABIC (赤池のベイズ型情報量基準)に準じて選択する｡これらにつ
いてはすでに幾つかの論稿で述べているし,数理統計学を専攻しない筆者
(但し森)の力を超えるので本稿ではこれ以上の説明は試みない(森･田
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中･稲葉, 2004;田中･森･稲葉･石橋, 2004など)｡
中村のベイズ型モデルでコウホ-ト分析を実行する際,年齢効果,時代
効果,世代効果のそれぞれに制約条件として｢パラメーターの漸進的変
化｣を重みつき(OA2,63,68のそれぞれ逆数)で課するのだが,簡単に言
って特定効果に対して｢重み｣ないしペナルティーを軽く(重く)するほ
ど,解析対象となるコウホ-ト表を説明する上でその効果が相対的に強く
(弱く)働いているように決定される｡例えば世代効果に対するペナルテ
ィーを極端に強くすれば,世代効果はほとんどなかったかのように,すな
わち年齢効果と時代効果の2要素でコウホ-ト表の再現が計られるのであ
る｡仮に実際には経年効果が存在したとしても,時代効果にペナルティー
を限りなく重くかけると(上記の可を例えば0.001,すなわち1/0.001-
1000にセットする),時代効果がなかったかのごとく年齢効果と世代効果
の2要素だけで説明することになる｡
現実の動きをもっともよく説明するないし再現する上で年齢･時代･世
代の3要素がそれぞれどののように,またどの強度で関っているかを決め
るのがコウホ-ト分析であるが,中村は制約条件のなかでそれぞれの効果
にかかるハイパーパラメーター,ペナルティーの組み合わせを,もっぱら
ABICの大きさにゆだねる(中村, 1982 ; Nakamura, 1986など)｡統計数
理論的にはそれがもっとも望ましい選択かもしれないが,現場の目からは
疑問が出されることがある｡ハイパーパラメーターの組み合わせを,ABIC
に準拠して選んで決定された年齢･世代効果を将来に投影して米の消費を
予測したところ,日本の若い人は遠くない将来に米の消費はゼロを下回る
と推計されたことがあった｡生鮮果物ついても同じような問題が生ずるこ
とがある｡通常の需要分析においては,非負の制約条件を付することなど
が一般的に行われている｡われわれもその慣例に従うことにしたい｡その
他, 2-3年の短期間では年齢要因,人口の加齢および世代交代の影響は
ほとんどでないと考えてよいが,コウホ-ト分析で決定される時代効果が,
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同じ期間における単純な1人当たり消費量の動きと一致しない場合も,時
代効果に止まらず三つのハイパーパラメーターの組み合わせに問題がある
と疑う必要がありそうである｡
国政選挙の投票行動など政治的行動に関しては,データが得られるのは
20歳以上であり,行動を律する世代効果の形成も成人以降と考えるほかに
ない｡しかし食品消費の場合は難しい｡よく｢人の舌は3歳で決まる｣な
どと言われる｡しかし3歳児の消費には親の影響が強く,その子自身の選
択であるかどうか分らない｡データ面でもすでに触れたが,未成年者の推
計値は間接的で,安定性に欠ける｡米国のマーケテイング関係の文献を見
ると,世代効果の形成に関して, "comingofage"という表現に出くわす
(Meredith&Schewe, 1994)0 ｢成人する｣という意味だそうだが,食品
消費に関して,いつの時期に"comingofage''し,生涯にわたる世代効果が
形成されるとみるかは難しい｡食品ごとに,また育った家庭環境によって
も違うであろうし,一概にたとえば思春期,あるいはそれ以降などと決め
付けるわけにはいかない｡生鮮果物などの場合, ｢食性向｣は比較的若い
時期,例えば小学生時代の前期(5-9歳)に形成されるのかもしれない｡
しかしすでに述べたが,若年になるほど個人の年齢階級別消費の推計値は
不安定になる｡本稿では現実的な折衷として, "theage of entry" (Rentz
&Rep101ds, 1991)を10歳代後半に置くことにする｡
C.計測結果
表4は10歳代後半を｢起点｣ (世代効果が固まる歳)として,世代効果
に対し年齢効果をやや重く見て(63を相対的に大きく,ペナルティーを軽
くして)表2の個人の年齢階級別消費を, (狭義の)年齢,年次および世
代(出生コウホ-ト)効果に分離した結果である｡それに対し表5は世代
効果のほうを相対的にやや重くみて(6gを相対的に大きく設定),計算し
た結果である｡
コウホ-ト分析の結果に慣れない読者には取っ付きにくい数字かもしれ
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表4 1980年-2004年の生鮮果物の個人消費を年齢･年次･世代効果に分離する
総平均効果-38. 39kg　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(kg/午)
年齢効果:Ai 僖韜｣･B世代効果:Ck     
年齢階級(読) 凭出生期間   
15-19-14.29 塔r-1905-ll.84      
20-24-14.91 塔2緜21906-1910-6.26    
25-29-14.98 塔#2繝r1911-1915-1.15   
30-34-12.03 塔3bR1916-19203.96    
35-39-8.45 塔C2縱1921-19257.68   
40-44-5.33 塔S"繝R1926-193010.92   
45-49-2.98 塔c"紊21931-193511.98   
50-540.97 塔s2縱R1936-194012.ll   
55-596.96 塔經21941-194512.39    
60-6411.94 塔R1946-19508.95     
65-6915.44 涛B1951-19554.ll      
70-7419.38 涛ﾓR1956-19600.38      
75-18.28 涛"ﾓb1961-1965-2.56     
1993-1.44 田bﾓ都ﾓR      
19940.ll 都ﾓ都Rﾓr     
1995-2.71 都bﾓ塔ﾓB       
1996-3.42 塔ﾓ塔Rﾓ2貳ﾂ     
1997-2.45 1998-3.59 1999-3.65 2000-3.30 2001-3.36 2002-1.23 2003-4.38 2004-4.45 塔bﾓ塔蔦RB     
1979.2005省略  
OA2-64 ﾓ"oき-1     
註:年齢効果を相対的に重く見て計算
ないが,表4 ･表5のいずれも,年齢効果はちょうど50歳(45-49歳と50-
54歳の間)を境に,マイナスとプラスに分かれる(左上の｢総平均効果｣
38.3kgにプラス/マイナスされる)｡それより若い階級は負の値が逓増し
(若いほど果物を食べなくなり),他方それより年配の階級は正の値が逓増
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表5 1980年-2004年の生鮮果物の個人消費を年齢･年次･世代効果に分離する
総平均効果-38. 32kg　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(kg/午)
年齢効果:Ai 僖韜｣･ﾂ世代効果:Ck     
年齢階級(読) 凭出生期間   
15-19-ll.47 塔R繝-1905-8.06    
20-24-12.57 塔"緜21906-1910-2.73    
25-29-13.ll 塔#"纉R1911-19151.89   
30-34-10.63 塔3R1916-19206.55    
35-39-7.52 塔C2B1921-19259.79    
40-44-4.87 塔S"1926-193012.58     
45-49-2.99 塔c繝1931-193513.17    
50-540.50 塔s2r1936-194012.83    
55-596.02 塔R1941-194512.66     
60-6410.54 塔蔦21946-19508.73     
65-6913.57 涛ﾓb1951-19553.42      
70-7417.04 涛ﾓB1956-1960-0.77      
75-15.51 涛"ﾓr1961-1965-4.18     
1993-1.34 田bﾓ都ﾓr      
19940.27 都ﾓ都Rﾓ偵釘    
1995-2.42 都bﾓ塔ﾓ2b      
1996-3.04 塔ﾓ塔Rﾓb緜      
1997-1.99 1998-3.02 1999-2.99 2000-2.56 2001-2.51 2002-0.32 2003-3.34 2004-3.33 塔bﾓ塔蔦偵     
1979.2005省略  
63-32 尾蔦o3-2   
註:世代効果を相対的に重く見て計算
する(75歳を越えるとやや落ちるが)｡世代効果に関しては, 1950年代後
半に生まれた世代(1980年に20歳代前半: 2000年に40歳代前半)を境に,
それより古い世代は古いほど果物をよく食べるvs.それより新しい世代は
新しくなるほど果物をあまり食べないと析出される｡本分析の対象期間の
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25年間に,人口は総体として高齢化し,同時に古い世代は新しい世代に交
代されてきた｡前者の傾向は社会全体の果物消費を押し上げる方向に作用
し,後者は逆方向に作用した(1980年ころに65歳を超えた古い世代はマイ
ナスの効果を持っていたので,新しい世代との交代はしばらくの期間中立
であった)｡人口全体のプラスの加齢効果と世代交代のマイナス効果を相
殺した｢純粋の｣経時効果は, 1980年のプラス7.01kgから2004年のマイ
ナス4.45kg (表4),あるいは同じ期間にプラス5.88kgからマイナス3.33
kg (表5)で,世代交代の負の効果を相対的に大きくみるほど,ネット
の経時効果は少なく算出される｡なお実際の一人あたり生鮮果物消費
は, 1980年に41.64kg, 2004年には30.08kgであった(使用した分析プロ
グラムの制約で, 1979年と最終年の2005年はそれぞれ除く必要があった)｡
年齢効果に対し世代効果をやや重く見るか軽く見るかによって新･旧
(出生)コウホ-トの世代効果に若干の違いは出るが,表4も表5もいず
れも, 1921-25年出生から1946-50年出生コウホ-トはおしなべてプラス10
kgを超える高い世代効果を有し,他方1956-60年以降出生のコウホ-トは
加速度的に増大するマイナスの世代効果を持っているらしいことを示して
いる｡今後10-30年の間にこれらの新･旧の世代交代が起これば,社会全
体の生鮮果物消費はどうなっていくであろうか｡次節で簡単なシミュレー
ションを試みたい｡
5.人口の高齢化が進む今後20年の間に果物消費は
どうなるであろうか?
前節でわれわれは特定年次における年齢階級i歳の個人消費を決定する
3種のパラメーター,年齢効果･年次効果･世代効果を推定した｡ある年
次と対象年齢階級を選べば,その階級が属する出生コウホ-トは自動的に
決まってくる(既述)｡当該個人の推定消費量, &`は,上記(7)式に従って,
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総平均効果, B (一定)に年齢効果, Atと選ばれた年次の時代効果, Ptと,
その年齢階級が属する出生コウホ-トの世代効果, Ckを足せば算出され
る｡ただ将来時点にかかわる場合は,時代効果が決定されていない｡もし
時代効果が所得や価格などの関数として定式化され(森･石橋･田中･稲
莱, 2005 ; Mori, Ishibashi, Clason&Dyck, 2006 ; Mori, Clason & L山y-
white, 2006),さらに所得や価格などの外生変数が確実に予測されうるな
らば,時代効果は予め予測することが可能になるが,現段階では森たちの
試みは試験的なもので,社会的認知を得るに至っていない｡
生鮮果物の場合個人消費は落ちるところまで落ち,最近はそれなりに安
定しているとの見方が専門家の間にはあるそうである(西嶋, 2006)｡そ
の客観的当否は定かではないが,差し当たり｢純粋の｣時代効果は今後20
年くらい現状維持,具体的には2002-2004年の平均水準にとどまると仮定
することにする｡
世代効果より年齢効果を相対的にやや重く見た表4の場合,将来時点の
年次効果は, (-1.23-4.38-4.45) /3--3.353となる｡総平均効
果, 38.39に加えた, 35.04 (kg)が定数で,これに対象年齢階級の年齢効
果と該当するコウホ-ト効果を加えれば,その年次の当該年齢階級の個人
消費量が算出される｡たとえば2015年における年齢階級45-49歳(AL--
2.98)は, 1966-1970年出生コウホ-ト(Ck--5.01)だから, 27.04とな
る｡今ひとつの現実問題は, 2015年に15-19歳は1996-2000年出生で,分析
対象期間の最終年2004年には10歳未満でわれわれのコウホ-ト分析ではカ
ヴァ-されていない｡ 2025年の15-19歳は, 2004年にはこの世に出生して
いない｡また, 2015年の15-19歳と20-24歳については,該当する世代効果
が推定されていない｡ 2025年の30-34歳以下階級も同様な問題を抱えてい
る｡
年齢効果に対し世代効果を相対的に軽く見た場合でも(表4のケース),
世代効果のマイナスは出生が新しくなるほど加速度的に大きくなっている｡
表6　年齢階級別果物個人消費予測, 2005, 2015, 2025年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(kg/1人･年)
15-19 読 ﾓ#B25-29 ﾓ3B35-39 鼎ﾓCB45-49 鉄ﾓSB55-59 田ﾓcB65-69 都ﾓsB75-               
そ の (1) R5.70 途"9.92 R緜"21.57 rB32.43 鼎貳ﾂ50.94 鉄偵3b62.58 田b64.23                 
2015 迭縱5.08 迭9.90 b紊B22.32 rB33.45 鼎"51.08 鉄偵C66.79 田R紊"               
2025 迭縱5.08 迭7.96 免ﾂ經216.60 纉28.62 b纉44.42 鉄繝b58.52 田"R                
そ の (2) R5.44 澱繝29.73 R紊221.38 b纉R32.24 偵50.75 鉄偵62.40 田b64.08                  
2015 迭紊B4.35 繝8.76 R21.19 R纉32.31 鼎R49.96 鉄ゅ365.69 田B2                  
2025 迭紊B4.35 繝6.29 湯14.52 偵ィ26.55 B纉"42.36 鼎ゅ56.46 田2               
表7　年齢階級別果物総消費予測, 2005, 2015, 2025年
15-19 歳 ﾓ#B25-29 ﾓ3B35-39 鼎ﾓCB45-49 鉄ﾓSB55-59 田ﾓcB65-69 都ﾓsB75- ﾘﾇb                
そ の l= R37,472 鉄"ﾃ都284,558 S2ﾃsb189,341 津S251,170 S"ﾃcビ520,862 鉄"ﾃ鉄r461,778 鼎3rﾃS733,764 ﾃ涛づ3s                     
2015 2ﾃsィ31,196 2ﾃ76,388 Cﾃ218,401 3BﾃC3r264,523 bﾃC426,365 鉄cBﾃSr503,663 ﾃ#津3ィ3,873,444                     
2025 ﾃピ29,982 ﾃピr50,554 都づャ127,654 コﾃS3B274,094 津都b334,794 SBﾃ#C438,959 ﾃ#cﾃ#Cr3,507,669                    
そ の (2) R35,763 鉄ﾃS382,939 Sﾃイr187,674 づS"249,699 Sﾃ518,919 鉄ﾃSr460,450 鼎3bﾃ3#B732,050 ﾃ都rﾃc湯                        
2015 "ﾃ#C226,713 Rﾃ67,592 3ﾃ3207,344 #BﾃcC255,507 rﾃ都2417,016 鉄S2ﾃcr495,368 ﾃ"ﾃ#323,757,177                        
2025 津Cc225,674 2ﾃC39,948 田Bﾃ#Cb111,659 cづR254,269 ﾃc3319,267 3津ン"423,5u ﾃ##ﾃ3#3,312,361                     
人 口 千 人 R6,574 途ﾃSCb8,524 湯ﾃイ8,778 唐ﾃ7,745 唐ﾃs10,225 唐ﾃCs27,379 澱ﾃSll,424 #rﾃs                  
2015 迭ﾃr6,141 澱ﾃss"7,716 唐ﾃScR9,785 唐ﾃcs7,908 途ﾃCcb8,347 湯ﾃC澱7,541 Rﾃs3R126,266           
2025 迭ﾃCb5,902 澱ﾃc26,351 澱ﾃイ"7,690 唐ﾃCc9,577 唐ﾃ37,537 澱ﾃ田R7,501 ﾃ#c121,136              
uT)/i;-7時葦L;iか瀬蕃o)潮ii･議坤0)叫萱　　9)
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2004年までのデータを分析する限り,新しい世代ほど生鮮果物を敬遠する
傾向が見られるのである｡わが国社会の｢食育｣が現在のままである限り,
最近生まれの新しい世代は1980年代に生まれたコウホ-トよりさらに負の
値の大きな世代効果を抱えることになりそうである(表2の15歳未満層の
動きを見よ)｡しかしそれがどの程度になりそうであるかを,統計学的に確
言することはできない｡われわれはここでも年次効果に関して採用したと
同様に, 1990年以降出生の新しいコウホ-トは,世代効果に関し1986-89
年出生コウホ-トと同レベルの世代効果に留まると想定することにする｡
表6は以上のようにして算出された, 2005年(理論値), 2015年と2025
年における, 10歳代後半以上の年齢階級別の生鮮果物の家計消費の予測を
示している｡その(1)は表4を受けて人口の加齢効果のプラスの影響をやや
重く見たケース,その(2)は表5を受けて人口の新･旧交代のマイナスの影
響をやや重く見たケースを表している｡数理統計学的にどちらのほうが尤
度が高いかは,ベイズ型コウホ-ト分析の過程で計算されるABICの大
きさが示してくれているはずだが,筆者自身はその僅かな差にあまり大き
な意味を見出し得ないでいる(蘇, 2001, 301-307;朝野, 2001)｡
20数年前, 1980年代前半ころは50歳代後半から60歳代前半が一番多く果
物を食べ,年間消費量は平均1人当たり(以下略) 60kg強,それより年
配層はやや少なく,逆に若くなるほどかなり逓減したが,それでも40歳代
以上は50kgを前後し,段違いに少なかったわけではない(表2)｡しかし
分析期間の後期になると,個人消費のピークは60歳代後半～70歳代前半に
移り, 30歳代は60-70歳代の3分の1の20kgそこそこ, 40歳代後半でも同
じく2分の1の30kgに落ちた(表2)｡ ｢若者の果物離れ｣が中年にまで
及んだのである｡
過去20数年間に生じたこと(人口の高齢化と同時進行的に新･旧世代の
交代)が将来に投影されるだろうと想定する限り, ｢果物離れ｣は中年層
を完全に捉え, 2025年には50歳代後半から60歳代前半に及び,わが国の果
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物消費の担い手は60歳代後半以上の高年者になるだろうと予測される｡他
方わが国人口は予想を超える｢少子化･高齢化｣により,高齢層のウエイ
トが高まっていく｡表7にみるように,人口に占める65歳代以上層の比重
は, 2005年の19.90%から2025年には29.60%に急増すると予測される｡こ
のような人口の年齢階級別ウエイトを表6に掛けて果物の総消費量をほじ
くと,さしあたり表7のようになる｡ 15歳以上の人口*による生鮮果物消
費は, 2005年の400.0万トンから, 2015年には376.0-387.0万トン, 2025
年には331.0-351.0万トンに減少すると予測される(* 15歳未満層の総
人口に占める割合は2005年に13.88%だったが,表2に示される彼らの著
しく少ない個人消費, 3.0kg前後を考えると,果物総消費に占める彼らの
シェア-は, 2-3%程度に過ぎないのではなかろうか)｡
ここで留意すべきは2点ある｡すでに述べたが, 2025年時点の15-19歳
は2005年には生まれていないから,その世代効果は計測の仕様がない｡コ
ウホ-ト分析の｢起点｣を15-19歳にした以上, 2015年の25歳未満層, 2025
年の35歳未満層はそれらの世代効果が計測されていない｡出生が新しくな
るほど世代効果は加速度的に下がっているが,ここでは,未計算の新しい
コウホ-トの世代効果は, 1986-1989年出生コウホ-トと同水準で,下げ
止まると仮定している｡おそらくこの仮定は, 2015年の25歳未満層,同じ
く2025年の35歳未満層の消費をやや過大に推計していると思われる｡
第二点は, 75歳以上の高齢層の消費予測に関わっている｡われわれが個
人の年齢階級別消費を計測した1979-2005年の期間に関する限り, 75歳以
上の高齢者は平均的には60kg前後, 30-40歳代の2倍以上の消費をしてい
たことは,ほぼ自信を持って言える｡しかし2025年になると, 2026万人に
のぼる75歳以上層の3分の1は85歳以上層で占められると推計されている｡
筆者の周辺を観察する限り, 80歳を超えても健康な日本の老人は若者に負
けないくらい,正確には平均的には若者の2-3倍,生鮮果物を食べてい
る｡しかし85歳を超えてなお健味であるのは難しくなる｡ 『国民栄養の硯
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状(国民栄養調査結果)』は, 1995年調査から個人の年齢階級別食品の摂
取量を算出するようになったが, 70歳以上が一番上の区分で80ないし85歳
以上層の手がかりは得られない(2003年調査報告から75歳以上が加えられ
た)｡情報が限られているのでどの程度とは言えないが,表6に示されて
いる75歳以上階級の平均消費量の予測はやや過大で,それを受け表7の総
消費量の予測もやや過大になっているであろうことに留意しておきたい｡
6.終わりに
｢今後2-3年大幅な景気回復が見込まれる｡生鮮果物全般,あるいは特
定果物の消費や価格低迷は,どの程度持ち直すであろうか?｣は,果樹産
業にとって嬉しい設問であり,伝統的な需要分析は有効に作用するだろう｡
しかし10年先あるいは20年先に,日本の果物全般の消費がどうなるかにつ
いて,価格と所得を主要な説明変数とする需要理論が適切に機能するとは
考え難い｡今後日本経済が中･長期的にどの程度拡大するか,またそのな
かで果物の価格がどうなるであろうかを予想するのは難しい｡また1960-
70年代と違い,果物消費に所得がそう大きく作用する(所得弾力性がプラ
スの大きな値を持っている,あるいは逆にマイナスの値に転化している)
とも,価格が全般的に目立って上昇するないし低下するであろうと考える
人は少ない(時子山, 1995)｡
われわれは果物消費に年齢要因,狭義の加齢効果に加えて新･旧の世代
交代の影響が大きく作用していることを, 『家計調査』の世帯主年齢階級
別データをもとに明らかにした(表1および表2)｡さらにコウホ-ト分
析によって,過去20数年間における果物消費の変化に作用した人口の加齢
効果と世代交代の効果を析出した(表4および表5)｡人口の変化,少
子･高齢化と世代交代のテンポは,経済要因に比べかなり機械的に予測す
ることが可能である｡コウホ-ト分析の結果と人口予測を結合して,今後
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10年ないし20年間の果物消費を予測した(表6および表7)｡人口の高齢
化はプラスに作用するが,果物をよく食べる古いコウホ-トが｢果物離れ
した｣新しいコウホ-トに替わられる世代交代は負の方向に大きく作用し,
果物消費は今後20年間に12-17%程度減少すると予想される｡ 1970年代央
から生じた大幅減(既述)に比べるとモデレートであるが,大きなプラス
の世代効果を有する戦直後から高度成長期以前に出生したコウホ-トが市
場から姿を消すにつれ,わが国の生鮮果物消費は雪崩をうって減少するで
あろうことも予想される｡
付　　録
なお本稿の主たる目的ではなかったが,個人の消費がここ10数年の果物
のケースに見られるように,同じ行(年次)で消費の多い年齢階級と少な
い階級の間に,絶対値で60と10のような差が存在するとき,加法的なjVP
/Cモデル(Ai+Pt+Ck)に基づき,どの年齢階級にも絶対値で同じ大きさ
の年次効果, Ptが加わる形で3効果の分離を計ることは,いかにも不自
然であるとの疑念を長年持ってきた｡今回Clason教授の協力を得て,下
記のようなlogの形で〟P/Cモデルを計算した｡
log Xil-B +AL+Pl+Ck+ELt　　　(8)
(記号は前掲(7)に準ず)
まだ結果の解釈などに関し,十分自信のある答えは得るにいたっていな
いが,最近年において(個人)消費が中高年層に比し著しく小さくなって
いる若年齢層消費の再現力は目だって改善し,全体的に統計的フィットも
これまでの加法的分析より良くなった｡
logをとっても, 3効果に当てるハイパーパラメーターの組み合わせを,
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付韓表1年齢階級別果物消費予測, 2005, 2015, 2025年
(kg/1人･年) -LOGmodel
15-19 ﾓ#B25-29 ﾓ3B35-39 鼎ﾓCB45-49 鉄ﾓSB55-59 田ﾓcB65-69 都ﾓsB75-               
そ の 川 R5.10 途10.08 RB20.62 bB32.46 鼎緜r51.92 田264.90 田偵367.09                    
2015 迭4.67 釘經7.69 "b17.96 2紊R30.41 鼎b50.77 田縱71.72 都縱b                  
2025 迭4.67 釘經4.98 迭經29.18 BR20.81 偵37.95 鼎r繝R59.37 田r               
そ の (2) R5.02 途B9.97 B繝20.40 R纉b32.ll 鼎251.36 田緜b64.20 田ゅcR66.38                 
2015 迭"4.48 釘7.21 免ﾂ經16.82 纉b28.48 r縱47.55 鉄r繝67.18 田b                
2025 迭"4.48 釘4.53 釘繝8.15 "紊b18.46 R縱33.66 鼎"紊B52.65 鉄偵c            
註:その(I)は相対的に人目の加齢効果を重く,その(2)は人目の新･旧世代交代の効果を重く見た推計値
付韓表2　年齢階級別果物総消費予測, 2005, 2015, 2025年
(mt/午) -LOG model
15-19 ﾓ#B25-29 ﾓ3B35-39 鼎ﾓCB45-49         
そ の ､= R33,527 鉄BﾃCr85,922 Cづ181,002 "ﾃ3251,403               
2015 ﾃ##28,678 ﾃSC"59,336 Rﾃツ2175,739 2ﾃ3"             
2025 rﾃc#"27,562 rﾃs迭31,628 rﾃb70,594 づ都R          
そ の 守 R33,001 鉄2ﾃピ84,984 CbﾃC3B179,071 ﾃC"248,692             
2015 津sSB27,512 づS55,632 涛津164,584 ﾃ3             
2025 rﾃモ26,441 Rﾃ鼎b28,770 2ﾃCSr62,674 RﾃS            
50-54 鉄RﾓS60-64 田Rﾓc70-74 都Rﾒ総計    
そ の l= R357,611 鉄3ﾃャ"519,649 鼎sづンr457,280 都cbﾃC3b4,077,333         
2015 CﾃC300,581 鼎#2ﾃssr585,998 鉄Cﾃイ1,113,409 ﾃづsコ           
2025 湯ﾃ#途243,690 ッﾃ#333,275 鼎CRﾃ33B1,363,160 ﾃ#"ﾃｉ8          
そ の (2) R353,742 鉄#RﾃSb513,972 鼎s2ﾃs3"452,404 都Sづ3#R4,033,435         
2015 #Rﾃ##281,543 澱ﾃ548,869 鉄bﾃcB1,043,073 ﾃS途ﾃssb            
2025 sbﾃs216,036 S2ﾃc迭295,595 釘ﾃ1,209,176 ﾃゴbﾃ#            
註:その(1)は相対的に人｢1の加齢効果を重く,その(2)は人口の新･旧世代交代の効果を重く見た推計値
年齢効果を相対的に重く見るように決める場合と,世代効果を重く見る場
合とでは,当然のことながら本文の加法的処理と似たような結果が生じる｡
logの値のままでは視覚的な判断がしにくいが,将来に投影し年齢別消費
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付韓表3　世帯主の年齢障細別世帯員構成,全世帯,平成元年
世帯主の年齢Agegroupsofhouseholdhead 
世帯属性 Xﾜ駛)i25-29 ﾓ3B35-39 鼎ﾂﾓCB45-49 鉄ﾓSB55-59 田ﾓcB65-69 都ﾓsB75歳以1二               
年齢別世帯人員 縱B3.15 繝4.33 釘r4.ll 縱3.37 紊R3.02 纉2.88                
3歳未満 經0.65 經r0.25 竏邊0.02 20.(施 r0.06 驗0.02                
3-5 0.26 經0.46 r0.03 "0.(姫 0.08 R0.02                  
6-ll "0.08 0.99 縱0.24 R0.05 "0.16 20.08                  
12-14 0.00 "0.23 經b0.38 0.02 20.05 r0.08                   
15--17 B0.00 0.06 r0.60 b0.(施 "0.03 r0.09                    
18-29 繝R1.85 0.08 0.58 0.76 0.12 0.12                     
男 纉"0.99 0.CX) B0.28 紊0.37 B0.05 20.05                  
女 纉20.87 0.07 b0.30 經20.40 r0.07 R0.07                 
30-64 0.26 縱r2.06 1.95 纉r2.13 21.17 縱b0.65                  
罪 20.04 21.02 纉r0.95 纉b1.07 0.26 R0.26                  
女 r0.22 縱B1.04 B1.CK) 1.(派 20.91 經0.39                   
65歳以上 B0.05 0.20 "0.31 0.23 1.35 縱1.82                   
男 0.02 0.09 "0.09 r0.05 20.96 纉R0.93                    
女 20.02 R0.ll 0.22 0.18 b0.39 縱b0.89                    
出所:総務庁『全国消費実態調査報告』 (平成元年), Ⅶ1.4,pp.102-103.
量の実数に戻せば,付録表1のようになる｡その(1)は本文の表6に準じて,
人口の加齢効果を相対的にやや重く見た場合,ぞの(2)は世代効果をやや重
く見た場合である｡表6に比べて目立った違いは,その(1), (2)のいずれの
ケースも, 40歳代･ 50歳代の中年層の消費が, (本文の通常の加法モデル
に比べ)かなり低めに予測されている点などであるが,方法論的にまだ自
信が持てないので,細部にわたる議論は控えたい｡
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